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まえがき 

市では市民の皆様に、財政状況を通して市政の動きをお知らせするとともに、市政に

対してより一層の御理解と御協力をいただくために財政事情を年２回公表しています 

今回は、令和７年度上半期（令和７年４月１日から令和７年９月３０日まで）の一般

会計及び特別会計予算の執行状況並びに公営企業の経理状況等についてお知らせします。 
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［令和７年度上半期財政状況の概要］ 

 

１ 一般会計    ・・・（資料１参照） 

 一般会計予算は、地方公共団体の行政運営に必要な経費を中心に計上されるものです。 

 令和７年度の当初予算額は９１６億７，６００万円でしたが、前年度からの継続費逓次

繰越額、事故繰越額及び繰越明許費繰越額の合計額で１７億２１２万４千円、上半期（４

月から９月まで）に行った６回の補正予算により２２億７，９２１万８千円を増額し、

予算額は９５６億５，７３４万２千円になりました。 

 

（１）一般会計補正予算の状況（上半期）   ・・・４～５頁参照  

 補正予算は、当初予算の事業費の増減や新規事業の追加により、予算に変更を加える

ものです。令和７年度上半期は、当初同時補正を１回、４月に１回、６月に３回、９月

に１回、合計６回に渡り、予算の補正を行いました。 

① 第１号（令和７年２月定例会 当初同時補正） 

 一般会計補正予算第１号は、主に学校給食費の補助の継続実施に係る経費について、

補正を行いました。 

 歳入につきましては、繰入金を追加しました。 

 歳出につきましては、学校給食管理運営事業費、特色ある学校経営推進事業費（小学校）

及び特色ある学校経営推進事業費（中学校）の追加並びに学校就学援助事業費（小学校）

及び学校就学援助事業費（中学校）の減額を行いました。 

 この補正により、一般会計の予算額に１億４，５３１万９千円を追加し、９１８億 

２，１３１万９千円になりました。 

② 第２号（令和７年４月臨時会） 

 一般会計補正予算第２号は、定額減税補足給付金給付事業に係る経費について、補正

を行いました。 

 歳入につきましては、国庫支出金を追加しました。 

 歳出につきましては、定額減税補足給付金給付事業に要する経費を追加しました。 

 この補正により、一般会計の予算額に７億８，４９６万２千円を追加し、９２６億 

６２８万１千円になりました。  
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③ 第３号（令和７年６月定例会） 

 一般会計補正予算第３号は、主に民間認可保育所、認定こども園、新制度移行幼稚園等

を対象とした物価高騰に対する補助に係る経費について、補正を行いました。 

 歳入につきましては、県支出金及び繰入金の追加並びに国庫支出金の減額を行いまし

た。 

 歳出につきましては、主に、民間保育推進事業費、生活保護関係事業費及び豊かな心推

進事業費の追加並びに英語教育・国際理解教育推進事業費の減額を行いました。 

 この補正により、一般会計の予算額に３６８万９千円を追加し、９２６億９９７万

円になりました。 

 

④ 第４号（令和７年６月定例会・追加） 

 一般会計補正予算第４号は、参議院議員通常選挙の執行に係る経費について、追加で

補正を行いました。 

 歳入につきましては、国庫支出金を追加しました。 

 歳出につきましては、参議院議員通常選挙執行に要する経費を追加しました。 

 この補正により、一般会計の予算額に７３万２千円を追加し、９２６億１，０７０万２

千円になりました。 

 

⑤ 第５号（令和７年６月定例会・追加） 

 一般会計補正予算第５号は、第２号で補正した定額減税補足給付金給付事業に係る経

費について、追加で補正を行いました。 

 歳入につきましては、国庫支出金を追加しました。 

 歳出につきましては、定額減税補足給付金給付事業に要する経費を追加しました。 

 この補正により、一般会計の予算額に３億３，５７９万５千円を追加し、９２９億 

４，６４９万７千円になりました。 
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⑥ 第６号（令和７年９月定例会） 

 一般会計補正予算第６号は、主に財政調整基金への積立及び企業支援・育成事業に係

る経費について、補正を行いました。 

 歳入につきましては、国庫支出金、県支出金、寄附金、繰越金、諸収入及び市債の追加

並びに繰入金の減額を行いました。 

 歳出につきましては、主に、財政調整基金積立金、商店街元気倍増事業費及び企業支

援・育成事業費の追加並びに介護保険特別会計繰出金、新田駅西口土地区画整理事業特

別会計繰出金及び新田西部土地区画整理事業特別会計繰出金の減額並びに民間保育推進

事業費、道水路等境界確認事業費及び情報教育環境整備事業費（中学校）の財源振替を

行いました。 

 この補正により、一般会計の予算額に１０億８７２万１千円を追加し、９３９億５，５

２１万８千円になりました。 

 

 上記の予算額に前年度からの継続費逓次繰越額、事故繰越額及び繰越明許費繰越額の

合計額である１７億２１２万４千円を合算すると、予算額は９５６億５，７３４万２千

円になります。 
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一般会計補正予算の状況

歳入予算　 (単位:千円)

予算額 3月補正 4月補正 6月補正 6月追加補正 6月追加補正 9月補正 予算額

（第1号） （第2号） （第3号） （第4号） （第5号） （第6号）

(4月1日現在) 補正額 補正額 補正額 補正額 補正額 補正額 (9月30日現在)

1 市税 39,959,630 39,959,630

2 地方譲与税 437,400 437,400

3 利子割交付金 38,000 38,000

4 配当割交付金 305,000 305,000

5
株式等譲渡
所得割交付金

504,000 504,000

6 法人事業税交付金 427,000 427,000

7 地方消費税交付金 6,000,000 6,000,000

8 環境性能割交付金 109,000 109,000

9 地方特例交付金 257,000 257,000

10 地方交付税  5,000,000 5,000,000

11
交通安全対策
特別交付金

21,000 21,000

12 分担金及び負担金 963,094 963,094

13 使用料及び手数料 680,691 680,691

14 国庫支出金 19,221,082 784,962 △ 12,216 732 335,795 83,632 20,413,987

15 県支出金 6,533,845 7,864 8,562 6,550,271

16 財産収入 142,681 142,681

17 寄附金 1,729,917 1,301,129 3,031,046

18 繰入金 3,975,361 145,319 8,041 △ 3,635,234 493,487

19 繰越金 1,370,583 3,219,724 4,590,307

20 諸収入 1,611,640 1,208 1,612,848

21 市債 4,091,200 29,700 4,120,900

93,378,124 145,319 784,962 3,689 732 335,795 1,008,721 95,657,342

※　4月1日現在の予算額には、前年度からの繰越額を含めています。

合　　　　計
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一般会計補正予算の状況

歳出予算　 (単位:千円)

予算額 3月補正 4月補正 6月補正 6月追加補正 6月追加補正 9月補正 上半期 予算額

（第1号） （第2号） （第3号） （第4号） （第5号） （第6号）

(4月1日現在) 補正額 補正額 補正額 補正額 補正額 補正額 (9月30日現在)

1 議会費 403,386 403,386

2 総務費 10,824,352 308 732 744,002 52,191 11,621,585

3 民生費 47,104,479 784,962 15,466 335,795 △ 63,835 7,941 48,184,808

4 衛生費 6,818,777 8,000 6,826,777

5 労働費 45,419 45,419

6 農林水産業費 81,075 81,075

7 商工費 1,282,346 705,381 1,987,727

8 土木費 10,534,682 △ 384,827 466 10,150,321

9 消防費 3,127,559 3,127,559

10 教育費 6,290,844 145,319 △ 12,085 1,678 6,425,756

11 災害復旧費 3 3

12 公債費 6,745,202 6,745,202

13 予備費 120,000 △ 62,276 57,724

93,378,124 145,319 784,962 3,689 732 335,795 1,008,721 0 95,657,342合　　　　計

予備費充用額

※予備費充用とは、予算外の支出や予算超過の支出のために具体的な目的を定めずに予算に計上される予備費を充てることです。
  なお、予備費は、法令上支出してはならない費用に充てることはできないのはもちろん、法令上支出できるものであっても議会の否決した費用に充てること
  はできません。
※４月１日現在の予算額には、前年度からの繰越額を含めています。
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（２）一般会計上半期執行状況（前年度同期との比較） 

 歳入歳出の執行状況は、令和７年９月３０日現在の予算現額９５６億５，７３４万２千

円に対して、歳入が４５６億６９５万４千円で収入率は４７．７％となりました。 

 また、歳出は４０１億１，１８８万２千円で、執行率は４１．９％となりました。 

 前年度同期との比較では、歳入が６億４，４０９万２千円の増（１．４％増）、歳出が

４億１，５５１万７千円の減（１．０％減）となっています。 

 歳入については、自主財源の中心である市税の収入率は５８．４％、前年度同期と比較

して２０億９，１７８万６千円の増（９．８％増）となりました。 

 その主な内訳は、市民税が１５億８，３７１万６千円の増（１９．３％増）、固定資産

税が４億６，８９１万１千円の増（４．７％増）、都市計画税が５，１１８万６千円の増

（２．８％増）となりました。 

 また、ふるさと納税寄附金等が増となったことに伴い、寄附金は、４億５，８４８万７

千円の増（１６２．２％増）となりました。 

 歳出については、民生費が６億８，００３万８千円の増（３．４％増）となった一方で、

総務費が１０億５，８４９万６千円の減（１９．８％減）、土木費が８億２，６２４万６

千円の増（２０．１％減）となったことなどにより、全体として減となりました。 

 

【参考：自主財源】 

 地方公共団体が自主的に収入することのできる財源で、地方税、分担金及び負担金、使

用料及び手数料、財産収入、寄附金、繰入金、繰越金、諸収入を言います。歳入に占める

自主財源の割合が高いほど行政活動の自主性と安定性が高いとされています。 
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◆ 一般会計歳入収納状況（収入済額）        ４５６億６９５万円 

 

 

◆ 一般会計歳出執行状況（支出済額）       ４０１億１，１８８万円 

 

  

市 税 399億5963万 399億5963万 233億3864万 58.4

地方消費税交付金 　　 60億 　　 60億 35億9489万 59.9

地 方 交 付 税 　　 50億 　　 50億 26億9826万 54.0

国 庫 支 出 金 187億7086万 204億1398万 76億9797万 37.7

県 支 出 金 65億3253万 65億5027万 11億9101万 18.2

そ の 他 154億1298万 177億3346万 70億8618万 40.0

合 計 916億7600万 956億5734万 456億　695万 47.7

科目
当初予算額

（円）
予算現額
（円）

収入済額
(円）

収入率
（％）

総 務 費 108億2435万 116億2159万 42億9612万 37.0

民 生 費 468億1967万 481億8481万 209億　589万 43.4

衛 生 費 68億1878万 68億2678万 36億1449万 52.9

土 木 費 95億　772万 101億5032万 32億8977万 32.4

教 育 費 59億　49万 64億2576万 23億1360万 36.0

公 債 費 67億4520万 67億4520万 32億8593万 48.7

そ の 他 50億5979万 57億　288万 24億　608万 43.4

合 計 916億7600万 956億5734万 401億1188万 41.9

科目
当初予算額

（円）
予算現額
（円）

執行済額
(円）

執行率
（％）
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２  特別会計    ・・・（資料２参照） 

 特別会計は、特定の事業を行う場合、一般会計から切り離して特定の歳入をもって事業

を実施するための会計で、新田西部土地区画整理事業、駐車場事業、新田駅西口土地区画

整理事業、国民健康保険、介護保険、後期高齢者医療の６会計があります。 

 令和７年度の当初予算額は４８９億３３１万２千円でしたが、前年度からの繰越額の

合計額で５億１，１１４万３千円、上半期（４月から９月まで）に行った補正予算によ

り１億２，０５３万円を増額し、予算額は４９５億３，４９８万５千円となりました。 

 また、収入済額は２１３億２，６２１万９千円で、収入率は４３．１％、支出済額は 

１９８億７，６６４万４千円で、執行率は４０．１％となりました。 

（１） 特別会計補正予算の状況（上半期）  

 

・第１号補正（令和７年９月定例会）  

 第１号補正予算につきましては、新田西部土地区画整理事業特別会計、新田駅西口土地

区画整理事業特別会計、国民健康保険特別会計、介護保険特別会計及び後期高齢者医療特

別会計において、令和６年度決算に基づく繰越金の追加を行いました。 

 また、新田西部土地区画整理事業特別会計においては補償金、国民健康保険特別会計に

おいては国民健康保険事業費納付金、介護保険特別会計においては主に諸支出金、後期高

齢者医療特別会計においては後期高齢者医療広域連合納付金について、それぞれ追加を

行いました。  

（単位：千円）

区　　　分　　 上 半 期 継 続 費 繰越明許費 事 故 予 算 現 額

　　会　計　名 補 正 額 繰 越 額 繰 越 額 繰 越 額 （9月30日現在）

新 田 西 部 土 地 区 画 整 理
事 業 特 別 会 計

31,220 1,000 32,220

駐 車 場 事 業 特 別 会 計 173,396 82,673 256,069

新 田 駅 西 口 土 地 区 画 整 理
事 業 特 別 会 計

1,337,268 381,000 47,470 1,765,738

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 22,828,757 52,033 22,880,790

介 護 保 険 特 別 会 計 20,547,301 55,423 20,602,724

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 3,985,370 12,074 3,997,444

合　　　　　　　　　　計 48,903,312 120,530 0 463,673 47,470 49,534,985

当初予算額
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（２）特別会計上半期執行状況（前年度同期との比較） 

 特別会計６会計の歳出のうち国民健康保険及び介護保険の２特別会計の執行済額は、

特別会計全体の９２．０％を占めています。 

 国民健康保険特別会計は歳入が９１億６，４８４万３千円、歳出が９９億５，７０２万

２千円となっており、歳出の前年度同期との比較では２．１％減となっています。 

 また、介護保険特別会計は、歳入が１００億２，４６７万２千円、歳出が８３億２，７６

９万５千円となっており、歳出の前年度同期との比較では６．７％増となっています。 

 

◆ 特別会計歳入歳出執行状況（収入・支出） 
 

 

 

  

特別
会計名

予算現額
（円）

収入済額
（円）

収入率
（％）

執行済額
（円）

執行率
（％）

新田西部（※1） 3222万 1939万 60.2 928万 28.8

駐車場事業 2億5607万 1億3195万 51.5 1446万 5.6

新田駅西口（※2） 17億6574万 5億7797万 32.7 3億7944万 21.5

国民健康保険 228億8079万 91億6484万 40.1 99億5702万 43.5

介護保険 206億　272万 100億2467万 48.7 83億2769万 40.4

後期高齢者医療 39億9744万 14億　739万 35.2 11億8875万 29.7

合計 495億3499万 213億2622万 43.1 198億7664万 40.1

※1　新田西部土地区画整理事業　※2　新田駅西口土地区画整理事業
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３ 企業会計     

 企業会計は水道事業、病院事業及び公共下水道事業の３会計です。 

 

(1) 水道事業 

水道事業は、市民生活や経済産業に必要不可欠なライフラインとして、安全で安定した

水道水を長期的に供給するため、施設の維持管理や老朽化した施設の更新工事等を行う

など、災害に強い施設の整備に努め、効率的な事業運営に努めました。 

令和７年９月３０日現在の給水人口は２５万２，４３４人、給水戸数は１３万７６８戸

で、前年度同期と比較して給水人口７５５人（０．３％）の増加、給水戸数１，５９１戸

（１.２％）の増加となりました。 

令和７年度上半期の有収水量は、１，１９３万７，０５０立方メートルで前年度同期と

比較し１０万４，７９５立方メートルの減少となりました。 

また、経営状況につきましては、税込み総事業収益は２２億５，６２１万３千円で前年

度同期と比較して１，１９５万８千円の減収となり、予算に対する収入率は４８．９％と

なりました。これに対し、税込み総事業費用は１９億７，６８９万５千円で前年度同期と

比較して２，８９９万円の増加となり、予算に対する執行率は４１．４％となりました。 

資本的収入につきましては、工事負担金で６，８７４万４千円となり、予算に対する収

入率は８．６％となりました。 

 資本的支出につきましては、建設改良費や企業債償還金で総額２億７６４万８千円と

なり、予算に対する執行率は７．８％となりました。 

 

(2) 病院事業 

 自治体病院は、住民に身近な医療機関として救急医療や高度医療を担うとともに、地域

の中核病院としての病院機能を発揮し、医療の確保とその水準の向上に大きな役割を果

たしています。しかし、近年の急激な物価・賃金上昇等により費用は増加しているものの、

診療報酬は公定価格であることから、医療費に転嫁することができず、病院運営をめぐる

環境は依然として厳しい状況にあります。 

  令和７年度上半期の入院延べ患者数は、５万１，６０９人、外来延べ患者数は、９万３，

６０４人で、前年度同期と比較して入院延べ患者数が２，９６９人（６．１％）増加し、

外来延べ患者数が３，２５２人（３．４％）減少しました。 

 また、上半期の経営状況につきましては、税込み病院事業収益は７３億３，６５２万 

３千円で予算に対する収入率は５５．４％、税込み病院事業費用は６３億７，２０４万 
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２千円で予算に対する執行率は４３．０％となりました。 

 資本的収入につきましては、他会計負担金３億５，０００万円、修学資金貸付金返還金

２１万円となりました。 

 資本的支出につきましては、建設改良費１億８，４０５万４千円、企業債償還金２億 

３，０７９万５千円、修学資金貸付金１２６万円となりました。 

 

(3) 公共下水道事業 

公共下水道事業は、汚水を処理し、雨水を排除することにより、本市の健全な発展と環境

衛生の向上に寄与するとともに、公共用水域の水質保全に資するライフラインとして、将来

にわたり安定的に機能を維持するため、維持管理を行うとともに老朽化が進行している施設

を順次更新するなど、効率的な事業運営に努めました。 

令和７年９月３０日現在の水洗化世帯数は１２万８１３世帯で、前年度同期と比較し

て２，２６３世帯（１．９％）の増加となりました。 

令和７年度上半期の有収水量は、１，１８１万８，３３４立方メートルで前年度同期と

比較して１９万１，８３６立方メートル（１．６％）の減少となりました。 

また、経営状況につきましては、税込み総事業収益は２２億５，０４１万３千円で前年

度同期と比較して８５５万５千円の減収となり、予算に対する収入率は４１．３％となり

ました。これに対し、税込み総事業費用は２２億９，５２５万５千円で前年度同期と比較

して９０７万４千円の減少となり、予算に対する執行率は３９．４％となりました。 

 資本的収入につきましては、受益者負担金及び企業債で総額４億４，４９６万２千円と

なり、予算に対する収入率は１３．６％となりました。 

 資本的支出につきましては、建設改良費及び企業債償還金で総額１４億６，０４４万６

千円となり、予算に対する執行率は３３．２％となりました。 
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企業会計概要（令和７年度上半期） 

                                           （ ）内は対前年度増減率 

区   分 収益的収支 資本的収支 

水 道 

 

事 業  

収 入 
２２億５，６２１万３千円 

（△０.５％） 

 ６，８７４万４千円 

（△２５.０％） 

支 出 
１９億７，６８９万５千円

（１．５％） 

２億７６４万８千円 

（△４４.２％） 

概 要 

 令和７年９月３０日現在 

 給水人口 ２５万２，４３４人 （０．３％） 

 給水戸数 １３万  ７６８戸 （１．２％） 

病 院 

 

事 業  

収 入 
７３億３，６５２万３千円 

（８.４％） 

３億５，０２１万円 

（ － ） 

支 出 
６３億７，２０４万２千円 

（５.９％） 

４億１，６１１万円 

（△８.６％） 

概 要 

 令和７年９月３０日現在  

 診療科 ２７科      病床数 ３８０床 

 入院患者延べ人数 ５万１，６０９人（６.１％）

外来患者延べ人数  ９万３，６０４人（△３.４％）

公 共 

下水道 

事 業 

収 入 
２２億５，０４１万３千円

（△０．４％） 

４億４，４９６万２千円

（２９９．０％） 

支 出 
２２億９，５２５万５千円 

（△０．４％） 

１４億６，０４４万６千

円（２．１％） 

概 要 

 令和７年９月３０日現在 

 水洗化世帯数１２０，８１３世帯（１．９％） 

 有収水量１，１８１万８，３３４立方メートル（△１．６％）
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４ 地方債    ・・・（資料３参照） 

 地方債は、学校その他の文教施設、保育所その他の福祉施設、消防施設、道路・河川・

その他の土木施設等の公共施設又は公用施設の建設事業などの財源を必要とする場合の

長期借入金です。この地方債は一般的に、次のような４つの役割があります。 

 

 ① 公共投資に伴い集中的に発生する財政的な負担を長期的に平準化する。 

 ② 住民の世代間の負担を公平化する。 

 ③ 国の景気対策との整合性を維持する。 

 ④ 地方税、地方交付税等の一般財源の不足を補完する。（臨時財政対策債等） 

 

 市では、これを効率的に活用し、公共下水道事業などの都市基盤整備や福祉施設、学校

施設等の整備を進めてきました。 

 草加市全体の借入残高は８９９億２，４８８万４千円となり、前年度同期と比較して、 

４６億９，７３０万２千円減少しました。 

 

地方債等現在高                     （単位：千円）  

 
令和６年度 

上半期 

令和７年度 

上半期 
対前年度 

一般会計 63,980,895 61,167,714 △2,813,181 

特別会計 1,824,034 2,140,671 316,637 

企業会計 27,524,457 25,422,048 △2,102,409 

土地開発公社※ 1,292,800 1,194,451 △98,349 

合計 94,622,186 89,924,884 △4,697,302 

※土地開発公社については、金融機関等からの借入金 
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５ 市有財産    ・・・（資料４参照） 

 市有財産は、庁舎、消防施設、学校、公園等、市の行政目的達成のために使用される「行

政財産」とそれ以外の「普通財産」とに分けられます。 

 なお、道路及び水路等並びに土地開発公社の財産は含まれていません。 

 

 市有財産の状況            単位：㎡ 

 区    分 土  地 建  物  

行政財産 1,291,620 425,531 

普通財産 54,612 1,951 

合  計 1,346,232 427,482 
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６ 基金     

 基金は、特定の目的のために使うための市の貯金です。 

 一般会計においては、１６の基金があります。 

 

 

 

 

基金の状況 （単位：円）

名称 現在高 設置目的

財政調整基金 6,088,379,536
災害復旧や地方債の繰上償還、その他の財源不足
を生じたときの資金として積み立てる

国際交流基金 3,875,653
国際交流事業の推進に要する経費の財源を積み立
てる

みどりのまちづくり基金 14,996,847
緑化の推進、緑地の保全等に要する資金を積み立
てる

ふるさとまちづくり応援基金 127,260,859
市民、事業者とまちづくり団体の主体的なまちづ
くり活動の支援に要する資金を積み立てる

公共施設整備基金 209,205,922 公共施設の修繕等に必要な資金を積み立てる

被災者支援基金 62,871,839
大規模災害により被害を受けた方への支援に要す
る費用を積み立てる

森林環境譲与税基金 61,948,232
ふるさと納税として本市に寄せられた寄附金を寄
附者の意向に沿った事業に活用する資金

その他基金 298,606,356

ふるさと産業創造基金、ふるさと納税基金、高速
鉄道整備基金、新栄町団地に係る都市計画街路の
設置等に関する基金、暴力団排除支援基金、児童
等災害対策基金、高額療養費つなぎ資金貸付基
金、新型コロナウイルス感染症緊急対策基金、こ
ども基金

合計 6,867,145,244



［資料１－１］ 令和7年10月1日　現 在

人　口 252,434 人

一般会計歳入予算の状況 世帯数 128,497 世帯

（単位：千円）

区　　　分　　 上 半 期 継 続 費 繰 越 明 許 費 事 故 予 算 現 額 構成比 収入済額 収入率 前年度同期収入 増減率

　　科　　　目 補 正 額 逓 次 繰 越 額 繰 越 額 繰 越 額 （９月３０日現在） (％) (単位：円) (％) 市民１人当たり １世帯当たり 済額　(単位：円) (％)

1 市 税 39,959,630 39,959,630 41.8 23,338,642,135 58.4 92,455 181,627 21,246,855,943 9.8

2 地 方 譲 与 税 437,400 437,400 0.5 128,134,000 29.3 508 997 124,771,000 2.7

3 利 子 割 交 付 金 38,000 38,000 0.0 26,609,000 70.0 105 207 10,219,000 160.4

4 配 当 割 交 付 金 305,000 305,000 0.4 62,654,000 20.5 248 488 57,751,000 8.5

5 株 式 等 譲 渡所 得割 交付 504,000 504,000 0.5 0 0.0 0 0 0 0.0

6 法 人 事 業 税 交 付 金 427,000 427,000 0.4 205,193,000 48.1 813 1,597 199,268,000 3.0

7 地 方 消 費 税 交 付 金 6,000,000 6,000,000 6.3 3,594,890,000 59.9 14,241 27,975 3,162,729,000 13.7

8 環 境 性 能 割 交 付 金 109,000 109,000 0.1 27,584,000 25.3 109 215 27,829,000 △ 0.9

9 地 方 特 例 交 付 金 257,000 257,000 0.4 263,272,000 102.4 1,043 2,049 1,451,002,000 △ 81.9

10 地 方 交 付 税 5,000,000 5,000,000 5.2 2,698,259,000 54.0 10,689 20,999 2,787,158,000 △ 3.2

11 交 通 安 全 対策 特別 交付 21,000 21,000 0.0 11,149,000 53.1 44 87 11,294,000 △ 1.3

12 分 担 金 及 び 負 担 金 963,094 963,094 1.0 320,808,945 33.3 1,271 2,498 379,140,472 △ 15.4

13 使 用 料 及 び 手 数 料 680,691 680,691 0.7 362,804,564 53.3 1,437 2,823 354,054,865 2.5

14 国 庫 支 出 金 18,770,859 1,192,905 450,223 20,413,987 21.3 7,697,966,625 37.7 30,496 59,907 8,343,388,070 △ 7.7

15 県 支 出 金 6,532,527 16,426 1,318 6,550,271 6.8 1,191,007,877 18.2 4,718 9,270 1,040,577,044 14.5

16 財 産 収 入 142,681 142,681 0.1 29,591,581 20.7 117 230 28,137,411 5.2

17 寄 附 金 1,729,917 1,301,129 3,031,046 3.2 741,233,204 24.5 2,936 5,768 282,746,498 162.2

18 繰 入 金 3,975,361 △ 3,481,874 493,487 0.5 0 0.0 0 0 0 0.0

19 繰 越 金 1,000,000 3,219,724 4,630 235,953 130,000 4,590,307 4.8 4,590,307,402 100.0 18,184 35,723 5,170,222,191 △ 11.2

20 諸 収 入 1,611,640 1,208 1,612,848 1.7 316,847,364 19.6 1,255 2,466 285,718,555 10.9

21 市 債 3,211,200 29,700 880,000 4,120,900 4.3 0 0.0 0 0 0 0.0

91,676,000 2,279,218 4,630 1,567,494 130,000 95,657,342 100.0 45,606,953,697 47.7 180,669 354,926 44,962,862,049 1.4

収入済額　（単位：円）

合　　　　　　　　計

当初予算額



［資料１－２］

市民の市税負担状況

（単位：千円）

区　　分　 上半期 予算現額 構成比 収入済額 収入率 前年度同期収入 増減率

　科　　目 補正額 （9月30日現在） (％) （単位：円） (％) 市民１人当たり １世帯当たり 済額  (単位：円) (％)

1 市 民 税 19,526,669 0 19,526,669 48.9 9,805,347,706 50.2 38,843 76,308 8,221,631,684 19.3

2 固 定 資 産 税 15,395,725 0 15,395,725 38.5 10,357,974,927 67.3 41,032 80,609 9,889,063,813 4.7

3 軽 自 動 車 税 331,798 0 331,798 0.7 331,902,261 100.0 1,315 2,583 319,453,640 3.9

4 市 た ば こ 税 1,885,973 0 1,885,973 4.7 974,428,751 51.7 3,860 7,583 998,904,326 △ 2.5

5 都 市 計 画 税 2,819,465 0 2,819,465 7.1 1,868,988,490 66.3 7,404 14,545 1,817,802,480 2.8

合 計 39,959,630 0 39,959,630 100.0 23,338,642,135 58.4 92,454 181,628 21,246,855,943 9.8

収入済額　（単位：円）
当初予算額



［資料１－３］

一般会計歳出予算の状況
（単位：千円）

区　　分　 上 半 期 上 半 期 継 続 費 繰 越 明 許費 事 故 予 算 現 額 構成比 執行済額 執行率 前年度同期執行 増減率

　科　　目 補 正 額 予 備 費 充 用 額 逓 次 繰 越額 繰 越 額 繰 越 額 （9月30日現在） (％) （単位：円） (％) 市民１人当たり １世帯当たり 済額 （単位：円） (％)

1 議 会 費 403,386 0 403,386 0.4 201,426,031 49.9 800 1,568 199,327,249 1.1

2 総 務 費 10,824,352 745,042 52,191 11,621,585 12.1 4,296,122,218 37.0 17,019 33,434 5,354,618,550 △ 19.8

3 民 生 費 46,819,669 1,072,388 7,941 284,810 48,184,808 50.4 20,905,892,112 43.4 82,816 162,695 20,225,854,610 3.4

4 衛 生 費 6,818,777 8,000 6,826,777 7.1 3,614,490,500 52.9 14,319 28,129 3,068,967,517 17.8

5 労 働 費 45,419 0 45,419 0.0 16,654,525 36.7 66 130 15,175,396 9.7

6 農林水産業費 81,075 0 81,075 0.1 33,687,629 41.6 133 262 31,153,585 8.1

7 商 工 費 1,282,346 705,381 1,987,727 2.1 590,524,989 29.7 2,339 4,596 380,042,740 55.4

8 土 木 費 9,507,719 △ 384,827 466 896,963 130,000 10,150,321 10.6 3,289,771,537 32.4 13,031 25,601 4,116,017,182 △ 20.1

9 消 防 費 3,127,559 0 3,127,559 3.3 1,563,782,000 50.0 6,195 12,170 1,501,007,000 4.2

10 教 育 費 5,900,493 133,234 1,678 4,630 385,721 6,425,756 6.7 2,313,603,148 36.0 9,166 18,005 2,374,753,028 △ 2.6

11 災 害 復 旧 費 3 0 3 0.0 0 0.0 0 0 0 0.0

12 公 債 費 6,745,202 0 6,745,202 7.1 3,285,927,346 48.7 13,016 25,572 3,260,482,130 0.8

13 予 備 費 120,000 0 △ 62,276 57,724 0.1 0 0.0 0 0 0 0.0

91,676,000 2,279,218 0 4,630 1,567,494 130,000 95,657,342 100.0 40,111,882,035 41.9 158,900 312,162 40,527,398,987 △ 1.0

執行済額 （単位：円）

合　　　　　　計

当初予算額



［資料２］

特別会計予算の収支状況
（単位：千円）

区　　　分　　 上 半 期 継 続 費 繰越明許費 事 故 予 算 現 額 構成比 収入済額 収入率 執行済額 執行率 前年度収入済額 増減率 前年度執行済額 増減率

　　会　計　名 補 正 額 繰 越 額 繰 越 額 繰 越 額 （9月30日現在） (％) （単位：円） (％) （単位：円） (％) （単位：円） (％) （単位：円） (％)

新 田 西 部 土 地 区 画 整 理
事 業 特 別 会 計

31,220 1,000 32,220 0.1 19,393,471 60.2 9,281,776 28.8 22,185,783 △ 12.6 16,951,681 △ 45.2

駐 車 場 事 業 特 別 会 計 173,396 82,673 256,069 0.5 131,954,312 51.5 14,456,418 5.6 146,768,495 △ 10.1 77,739,235 △ 81.4

新 田 駅 西 口 土 地 区 画 整 理
事 業 特 別 会 計

1,337,268 381,000 47,470 1,765,738 3.6 577,968,905 32.7 379,441,427 21.5 539,218,272 7.2 379,195,114 0.1

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 22,828,757 52,033 22,880,790 46.2 9,164,842,999 40.1 9,957,021,984 43.5 9,080,229,753 0.9 10,171,062,806 △ 2.1

介 護 保 険 特 別 会 計 20,547,301 55,423 20,602,724 41.6 10,024,672,049 48.7 8,327,694,816 40.4 9,267,201,610 8.2 7,802,294,172 6.7

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 3,985,370 12,074 3,997,444 8.1 1,407,387,668 35.2 1,188,748,022 29.7 1,234,494,772 14.0 1,039,201,650 14.4

合　　　　　　　　　　計 48,903,312 120,530 0 463,673 47,470 49,534,985 100.0 21,326,219,404 43.1 19,876,644,443 40.1 20,290,098,685 5.1 19,486,444,658 2.0

当初予算額



［資料３－１］

地方債の状況（一般会計分）

現 在 高 市民１人当たり １ 世 帯 当 た り 現 在 高 市民１人当たり １ 世 帯 当 た り

(千円) (円) (円) (千円) (円) (円)

総 務 債 8,785,306 34,802 68,370 財 務 省 31,465,657 124,649 244,875

民 生 債 3,269,353 12,952 25,442 年 金 資 金 0 0

衛 生 債 171,751 680 1,337 日 本 郵 政 （ 株 ） 47,059 186 366

労 働 費 0 0 地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 3,631,141 14,385 28,259

農 林 水 産 業 債 7,543 30 59 共 済 組 合 2,385,939 9,452 18,568

商 工 債 0 0 銀 行 ・ 農 協 21,873,343 86,650 170,224

土 木 債 15,144,724 59,996 117,860 埼 玉 県 1,764,575 6,990 13,732

消 防 債 24,759 98 193 計 61,167,714 242,312 476,024

教 育 債 5,482,189 21,717 42,664

住民税等減税補てん債 47,059 186 366

臨 時 税 収 補 て ん 債 0 0

臨 時 財 政 対 策 債 28,060,075 111,158 218,371

減 収 補 て ん 債 174,955 693 1,362

計 61,167,714 242,312 476,024

［資料３－２］

地方債の状況（特別会計分）

現 在 高 市民１人当たり １ 世 帯 当 た り 現 在 高 市民１人当たり １ 世 帯 当 た り

(千円) (円) (円) (千円) (円) (円)

新 田 西 部 土 地 区 画

整 理 事 業 特 別 会 計

新田駅西口土地区画

整 理 事 業 特 別 会 計

駐 車 場 事 業

特 別 会 計
20,400 81 159

計 2,140,671 8,480

4,991

16,659

埼 玉 県 0 0 0

9,806計 2,140,671 8,480 16,659 銀 行 ・ 農 協 1,260,049

2,120,271 8,399 16,500

地方公共団体金融機構 0 0 0

日 本 郵 政 （ 株 ）

0

0 0 0

3,489 6,8530

事　　　業　　　名 借　入　先　名

事　　　業　　　名 借　入　先　名

財 務 省 880,6220



［資料３－３］

地方債の状況（企業会計分）

現 在 高 市民１人当たり １ 世 帯 当 た り 現 在 高 市民１人当たり １ 世 帯 当 た り

(千円) (円) (円) (千円) (円) (円)

水 道 事 業 債 1,495,800 5,926 11,641 財 務 省 10,238,111 40,558 79,676

病 院 事 業 債 4,301,791 17,041 33,478 日 本 郵 政 （ 株 ） 510,983 2,024 3,977

公 共 下 水 道 事 業 債 19,624,457 77,741 152,723 地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 14,270,788 56,533 111,059

計 25,422,048 100,708 197,842 銀　　　　　　　　　　行 402,166 1,593 3,130

計 25,422,048 100,708 197,842

地方債の状況（土地開発公社分）

現 在 高 市民１人当たり １ 世 帯 当 た り 現 在 高 市民１人当たり １ 世 帯 当 た り

(千円) (円) (円) (千円) (円) (円)

土 地 開 発 公 社 1,194,451 4,732 9,296 銀　　　　　　　　　　行 1,194,451 4,732 9,296

計 1,194,451 4,732 9,296 計 1,194,451 4,732 9,296

事　　　業　　　名 借　入　先　名

事　　　業　　　名 借　入　先　名



［資料４］

財産の状況
（単位：㎡）

（延面積）

前 年 度 末 上 半 期 上 半 期 前 年 度 末 上 半 期 上 半 期 前 年 度 末 上 半 期 上 半 期 前 年 度 末 上 半 期 上 半 期

現 在 高 中 増 減 高 末 現 在 高 現 在 高 中 増 減 高 末 現 在 高 現 在 高 中 増 減 高 末 現 在 高 現 在 高 中 増 減 高 末 現 在 高

そ の 他 の
施 設

そ の 他 の
施 設

420,640 427,482 0 427,482

0 1,9511,951 1,951

総　　　　計 1,346,232 0 1,346,232 6,842 0 6,842 420,640

0 0 1,951 0

0

0 1,951 1,951 0 1,951

計 54,612 0 54,612 0

0 0

そ の 他 53,795 0 53,795 0 0 0 1,951

0 0 0 0 0 0普
　
通
　
財
　
産

警察施設 817 0 817 0

418,689 0 418,689 425,531 0 425,531

131,184 0 131,184

計 1,291,620 0 1,291,620 6,842 0 6,842

2,271

204,783 0 204,783 6,235 0 6,235 124,949 0 124,949

225 2,046 0 2,046 2,271 0

8,828 8,828 0 8,828

公 園 478,177 0 478,177 225 0

251,516

公 営 住 宅 11,806 0 11,806 0 0 0 8,828 0

382 251,134 0 251,134 251,516 0

2,927 0 2,927

公
共
用
財
産

学 校 560,398 0 560,398 382 0

0

18,033 0 18,033 0 0 0 2,927 0 2,927

0 0 0 0 0 0

0 28,805

そ
の
他
の

行
政
機
関

消 防 施 設 4,962 0 4,962 0 0

0 0 28,805 0 28,805 28,805

行
　
　
政
　
　
財
　
　
産

本　庁　舎 13,461 0 13,461 0

区　　　分

土　　　　　地（地積）
建　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　物

木　　　　　造 非　　木　　造（延面積） 延　　面　　積　　計


